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四日市市役所 危機管理室

四日市市における
災害時要援護者対策

ー安全・あんしんな
まちづくりを目指してー

四日市市の概要

•面積 ２０５．５３㎢
•人口 ３１３，９６３人
•世帯数 １２６，２３１世帯（H21．４.1現在）
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四日市市の石油コンビナート

四日市港の全景
第一コンビナート

第二コンビナート

第三コンビナート
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青空のために・・・・・

国連環境計画（ＵＮＥＰ）が、持続可能な開
発の基盤である環境の保護及び改善に功績の
あった個人又は団体を表賞する制度

グローバルグローバル500500賞賞

1995年 四日市市が受賞

かけがえのない地球を守るため、
世界に誇る日本・四日市市の技術と経験を生
かし、グローバルな環境保全活動を進め、
外国に向けて、産業公害防止技術を移転し、
地球環境保全に貢献する、多彩な事業を展開

(財財))国際環境技術移転研究センター国際環境技術移転研究センター

その他の四日市市の顔
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四日市市のお茶・万古焼
栽培面積栽培面積
三重県三重県

３４２０３４２０haha

四日市市
790ha

かぶせ茶生産は日本一

茶器

土鍋
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四日市市の地区割り

過去の災害履歴（四日市市）

東南海地震（S.19.12.7）
死者23人、建物全半壊1,265棟

伊勢湾台風（S.34.9.26)
死者115人、家屋全半壊3,695戸、
床上浸水15,125戸、床下浸水3,064戸

集中豪雨（S.49.7.25）
死者2人、負傷者7人、床上浸水6,380戸、
床下浸水10,713戸

東海豪雨（H.12.9.11）
死者1人、負傷者1人、床上浸水178戸、
床下浸水1,975戸
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伊勢湾台風の被害

富田一色の慰霊碑

平成１２年９月１９日（火）
東海豪雨災害時の新正駅前の浸水状況

東海豪雨（H.12.9.11）
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平成１２年９月１９日（火）
東海豪雨時の

死亡事故発生現場
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災害時要援護者支援活動の取り組み

自治会又は自主防災組織の活動として
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四日市市の災害時要援護者対策

平成16年8月から協議を開始。
（防災部局・市民部局・福祉部局・市社会福祉協議会）

平成18年8月20日付で要綱を制定し、地域の活
動として取り組みを始める。

平成19年度において、要援護者台帳の更新
（毎年更新）

地域での防災訓練において、災害時要援護者
台帳を活用した防災訓練（避難訓練等）が実
施されている。

 
 
ほえ  
 

    郵送、逓送           提供（覚書を交わす） 
                              
                            訪問 
                                            

     同意書を郵送、逓送                             

 
 

 
     提供 

         支援 
 
               
     提供（誓約書を提出） 
                支援             データ 
             
  

訪問 
 

 
 
     提出 
 
 
                  
 

提供（誓約書を提出） 

保健福祉部 
（障害者）６５歳未満の

身体･療育手帳所持者 

障害者で支援を必要と

する方 高齢者で支援を必要

とする方 

民生委員・児童委員 
(対象者リストを提供) 

災害時要援護者宅 
(災害時要援護者台帳作成) 

消防本部 
(支援情報として活用) 

地区市民センター（楠

地区は楠総合支所） 
（台帳保管） 

地区で協力を得る組織・団体

等(自治会、自主防災隊、民生

委員児童委員協議会等) 

地区市民センター（楠地

区は楠総合支所） 

保健福祉部 
(災害時要援護者リストの作成) 

保健福祉部 
（高齢者）６５歳以上の

みの世帯 

防災対策課 
(自主防災活動を支援) 

地区で必要と思われる組

織・団体等（必要に応じて

台帳写保管） 

高齢者で登録に同意し

た方を市社協で集約 同意書 

要援護者
支援活動の流れ！
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災害時要援護者台帳（様式例） 

自治会名 
 

 
組・班  組・班  

ふりがな 

氏  名 

 

 
性別 

男 

女 
生年月日

明治・大正・昭和・平成 

     年   月   日生 

ふりがな 

氏  名 

 

 
性別 

男 

女 
生年月日

明治・大正・昭和・平成 

     年   月   日生 

住  所 
 

 
電 話 

 

 

状  況 

 ひとり暮らし ・ 高齢者のみ世帯 ・ 寝たきり ・ 虚弱 ・ 障害者 

 その他（                                         ） 

特記事項 

（心身の状況、障害者手帳の内容、介護保険等のサービスの利用状況と事業所名、ケアマネ

ージャー氏名他） 

 

 

 

 

かかりつけ医院  電話 

自治会長氏名  電話 

担当民生委員児童委員  電話 

氏   名 続 柄 電 話 番 号 現  住  所 備  考

  

 

   緊 急

連 絡

先   

 

   

 

・必要とする支援 

  ①避難する際の声がけ    ②避難所への避難援助     ③避難所での食事等の介助 

  ④親族等への連絡       ⑤その他（                              ） 

 

私は、災害時等に支援を必要としますので、地区市民センター（楠地区は楠総合支所）、消防

本部のほか、地域で私の支援に協力いただける地域支援者や関係組織・団体等が、この台帳の

情報を共有することを承諾します。 

署 名                           

 

（代理人署名）                     

地域支援者（助け合う仲間） 

氏   名 電 話 番 号 現  住  所 備  考

  

 

  

  

 

  

 

平成    年    月    日作成           作成者氏名                  

台帳について
は、様式例とし
て地域の実情
に応じたもので
対応できるよう
配慮した。

（すでに取り組んでい
る地域もあったため）

四日市市要援護者支援活動の状況

・平成１９年６月末時点

対象者数 ３５，７６６人

（高齢者31,161人・障がい者4,605人）

同意者数 １５，４０４人

台帳作成数 １１，２０７人（支援者決定数）

・平成20年1月末現在

同意者数 １５，７７２人

台帳作成数 １２，９７９人（支援者決定数）

作成率 ８２．３％
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協議段階での課題【平成１６年８月】

○個人情報保護の問題○個人情報保護の問題

○各部局間での役割分担の調整○各部局間での役割分担の調整

○地域の要援護者支援活動の取り組み○地域の要援護者支援活動の取り組み

との整合性との整合性

災害時要援護者の避難支援ガイドﾗｲﾝ
（改訂版）

平成18年3月に厚生労働省から示される。

個人情報の提供について「本人の利益になるときは、
保有個人情報を目的外利用・提供ができることを参
考に積極的に取り組む」ことが明示された。

ただし、情報を受ける側の守秘義務の確保が重要。

ガイドライン、地域の実例、近隣市を視察し、現在
の災害時要援護者支援活動を開始。

（平成18年8月から開始）
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(高齢）民生児童委員に名簿提供

(障害）意思確認のDMを送付

平成１８年８月

同意確認〃 ９－１２月

同意確認者名簿取りまとめ
→各地区自治会、自主防へ

台帳作成を依頼

→消防へも情報として提供

平成１９年１月

支援台帳の作成→センターで集約〃 １－３月

台帳を用いた防災訓練の実施を計画平成１９年度中

自主防などへの情報提供（共有）〃 ４月以降

実 施 事 項月 日

災害時要援護者対策の取り組みスケジュール

要援護者台帳を活用した避難訓練
（河原田地区）
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災害時要援護者支援活動の寸劇
（神前地区）

自主防災組織の結成隊数

四日市市自主防災組織設置推進要綱を設け、
その新規結成を促進している。

市内の自主防災組織の結成率

６９９自治会のうち６６７隊結成

（Ｈ21.４.1現在）
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地区防災組織の結成率

◎平成◎平成1919年度において市内２９地区すべてで結成年度において市内２９地区すべてで結成

港地区自主防災組織連絡協議会（港地区自主防災組織連絡協議会（H8.10.27H8.10.27結成）結成）
三重地区自主防災会（三重地区自主防災会（H9.2.28H9.2.28結成）結成）
富田地区連合自主防災隊（富田地区連合自主防災隊（H10.2.1H10.2.1結成）結成）

塩浜地区防災協議会（塩浜地区防災協議会（H11.10.2H11.10.2結成）結成）
河原田地区連合自治会災害対策本部（河原田地区連合自治会災害対策本部（H12.9.19H12.9.19結成）結成）
川島地区防災協議会（川島地区防災協議会（H13.12.6H13.12.6結成）結成）

県、海蔵、桜地区（平成県、海蔵、桜地区（平成1515年度）年度）
神前、日永、水沢、八郷、羽津、常磐、橋北地区（平成神前、日永、水沢、八郷、羽津、常磐、橋北地区（平成1616年度）年度）
四郷、楠、内部地区で結成（平成四郷、楠、内部地区で結成（平成1717年度）年度）

大矢知、下野、小山田、浜田、同和、共同（平成大矢知、下野、小山田、浜田、同和、共同（平成1818年度）年度）
富洲原、保々、中央、大谷台（平成富洲原、保々、中央、大谷台（平成1919年度）年度）

自主防災組織への支援自主防災組織への支援（補助制度概要）（補助制度概要）

（ハード補助）：自治会からの申請

自主防災組織設置補助金

自主防災隊を新規結成自治会が購入する資機材
に対する補助 上限（15万円） 全額補助

防災資機材等整備補助

要綱に記載の資機材の購入に対する補助

上限（5万＋世帯数×３００円） １/2補助

防災対策設備等整備補助

消防ポンプ及びコンテナ型大型倉庫の購入に対
する補助 上限50万円 １/2補助
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地区防災組織への支援地区防災組織への支援

（ソフト補助）：地区防災組織からの申請

地区防災組織活動補助

地区防災組織が、地域防災力向上の
ために実施する防災訓練や啓発事業な
ど事業に要する経費に対する補助

上限38万円＋世帯数×30円

全額補助

（＊地区防結成後の初回のみ上限は50万円）

四日市市防災大学

地域における自主防災組
織のリーダーの育成を目的
として、開講。

平成１７年度から実施

平成１７年度 ９８名卒業

平成１８年度 ７８名卒業

平成１９年度 ７３名卒業

平成２０年度 ９３名卒業

※計７回の体験型カリキュラム
を実施。認定証を発行。

AEDを用いた救命講習を受講
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その他の支援（防災出前講座の実施）

防災対策課職員が地域に出向き、防災対策の必要
性を直接説明する。
（生涯学習いきいき出前講座の１メニュー）

↓

平成16年度 135回 延べ ８,０５０名

平成17年度 107回 延べ ９,２４６名

平成18年度 118回 延べ１０,６１３名
平成19年度 121回 延べ11,339名

↓

・地域の防災意識向上に努めている

自主防災組織活性化事業

避難所運営
図上訓練など

ワークショップ方式による市民啓発

合併後、楠町でも自治会長を対象とした災害図上訓練を初めて実施
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今後の課題

◎共助への支援◎共助への支援

支援者の早期決定への支援支援者の早期決定への支援

取り組みが進まない自治会への支援取り組みが進まない自治会への支援

災害時要援護者支援活動の周知災害時要援護者支援活動の周知

台帳を活用した防災訓練の促進台帳を活用した防災訓練の促進

◎公助での取り組み◎公助での取り組み

自治会への補助制度で、自治会への補助制度で、災害時要援護者支援活動災害時要援護者支援活動
に取り組むための資機材等の整備の拡充に取り組むための資機材等の整備の拡充

災害時要援護者避難支援マニュアルの策定災害時要援護者避難支援マニュアルの策定

２．その他の災害時要援護者対策
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CTY災害時緊急放送

この部分に必要に応じて災害情報を流せるようになっています

市内に97％以上の普及しているケーブルテレビ局と災害時の緊急放送について協定
を締結すると共に、文字情報を災害対策本部から挿入できるシステムを導入している。

文字情報による外国人への周知

ケーブルテレビ局のＬ字チャ
ンネルやあんしん防災ねっと
を用いて災害情報を文字情
報として伝達している。

それを利用して外国人向け
に主要な災害情報について
は、「多言語情報作成ツー
ル」というソフトを用いて、日
本語を変換し、最大6ヶ国語
での災害情報を文字情報と
して掲示し、災害情報の周
知を図っている。
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緊急放送協定を締結し、
災害情報提供を実施

災害発生時災害発生時におけるにおける
コミュニティコミュニティFMFM局局の活用！の活用！

◎外国人対策と
して、英語、中国
語、ポルトガル語
による災害放送
についても対応。

避難勧告等判断・伝達マニュアルの策定

これまでわが国では、数多くの災害が発生し
ていたこと。

特に２００４（平成16年）には風水害が多発し
多くの犠牲者、被害が発生したこと。

また、避難勧告、避難指示が適切に発令され
なかったことや、発令されてもタイミングが遅
れたり伝わらなかったこと。

被害者の多くが災害時要援護者であったこと。
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避難勧告等に関する避難勧告等に関する
判断・伝達マニュアルの策定判断・伝達マニュアルの策定 （平成（平成2020年年44月）月）

平成19年度 三重大学川口准教授を委員長に
行政関係機関（国・県・警察・消防）と情報を受け
る自治会連合会や民生委員の代表が委員となり
検討

避難準備情報、避難勧告等の発令の参考とする
基準を策定。どの地区に発令し、どのような方法
や内容で、市民に情報伝達を行うかを明示

平成20年度 広報やラジオによる啓発のほか、
直接地域に出向いて防災出前講座で市民への
啓発を実施していく

防災情報ＨＰの充実！！
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ホームページには防災
に関するニュースやト
ピックスのほか、地域防
災計画、各種ハザード
マップや過去の浸水履
歴など防災に関するさま
ざまな資料等を掲載しま
した

四日市市のホームページの中の「暮らしと安全」の欄の「防災対策」をクリックして
いただけると、「四日市市防災情報」のページをご覧いただくことができます。

◎四日市市のホームページのアドレスは、

http://www.city.yokkaichi.mie.jp

◎四日市市防災情報のアドレスは、

http://bousai2.city.yokkaichi.mie.jp/home/ です。

四日市市危機管理室


